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海外情報

中国の牛乳・乳製品をめぐる動向
～産業構造の変化と今後の国際需給への影響～

調査情報部　木田　秀一郎、伊佐　雅裕

１　はじめに

　中国では近年、経済成長とともに牛乳・乳製品の生産・輸入量が増加している。一方で、

国産乳製品をめぐって、消費者の信頼を失う事故が相次いでいる。経済成長が内需拡大型へ

シフトする中、乳製品の需要増加に対し、国産品と輸入品の供給が、今後どのようなバラン

スへと向かうかは、政府が現在急速に推進する国産乳製品の安全対策により、いかに消費者

の信頼を回復するかが鍵となる。このような観点から、今後の関連政策やそれによって生じ

る影響について注視する必要がある。

【要約】

中国では、経済成長とともに近年著しく牛乳・

乳製品の生産・輸入量が増加しているが、直近

では経済成長率の鈍化（注１）に伴い、乳製品生産

と輸入を取り巻く環境は大きく変化している。

現在、中国の飲用乳消費量は１人当たり年

間17.8キログラムと、日本の30.8キログラ

ムの60%弱、ＥＵ諸国の62.4キログラムの

30%弱にすぎないが、都市部を中心とした

生活習慣の変化に伴い、今後、大きな需要の

伸びが見込まれる。人口13億6000万人

（2015年）の巨大な市場を有しており、全

粉乳を中心に輸入乳製品需要は膨大であるこ

とから、わずかな需給の変化が国際市場に大

きな影響力を持つ。

輸出型の経済成長が一段落し、第２段階と

して内需拡大型の経済成長へシフトする中、

拡大基調で推移する乳製品の需要に対し、国

産乳製品と輸入乳製品、あるいは国産乳原料

と輸入乳原料は、今後どのような需給バラン

スへと向かうのかについては、国際需給に及

ぼす影響が大きいため注視が必要である。

そして、国産品および輸入品を含めた食品

安全関連の措置がたびたび変更されることか

ら、これらの変更による影響も含めて、わが国

の乳製品需給を展望し、将来的に中国向け輸出

を展開する上でも、継続的な分析が必要である。

本稿では、最近の中国における牛乳・乳製

品需給の変化と食品安全対策など需給に及ぼ

す影響要因を整理し、今後の見通しについて

報告する。

なお、本稿中の為替レートは、１元＝ 16

円（2016年６月30日ＴＴＳ相場：15.76円）

を使用した。

（注１）　�ＧＤＰ成長率は、2007年の14.2%以降低下傾向で推移

し、2015年は6.9%。
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（１）輸入動向

乳製品国際貿易を俯
ふ

瞰
かん

してみると、2014

年の世界全体の輸入額788億米ドルのうち、

ＥＵ域内貿易分を除くと379億米ドルであ

るが、このうち中国は第１位の64億米ドル

で、17%を占める（図１）。なお、第２位の

ロシアは９％、それに続くアルジェリア、香

港、米国、メキシコはいずれもおよそ５％、

日本は４％となっている。ＥＵはほとんどが

域内で取引され、域外からの輸入では３％弱

を占める。

中国の輸入乳製品では粉乳類が大部分を占

め、特に、全粉乳の輸入量が多い。この要因

は、従来中国国内での生乳生産はほとんど無

かったことと、消費の大部分が還元乳として

飲用に供されていたこと、広大な国土に対し

コールドチェーンなどのインフラが未発達で

あったため、常温で運搬でき、水を加えるこ

とにより簡便に利用することができたなどの

理由が挙げられる。

2015年における主要乳製品の品目別輸入

額（図２）を見ると、育児用調製粉乳（以下

「育粉」という）が最も多い。これは、

2008年に起こったメラミン事件（注２）などに

より、消費者の国産育粉に対する信頼性が低

下していることや、経済発展による所得の増

大を背景に高価な海外産育粉に対する購入意

欲が増大したことがある。また、近年飲用乳

の輸入が増加しているほか、都市部を中心と

したバター、チーズの消費の伸びを背景に、

これらの輸入も徐々に増加している。

図１　�主要な乳製品輸入国に占める中国の位
置付け

資料：「Global Trade Atlas」
注１：�主要な乳製品輸入国（上位７か国・地域およびＥＵ28か

国の域外からの輸入）の過去11年間の輸入額（米ドル）の
推移。

　２：HSコード0401～0406の合計。
　３：2015年のデータはアルジェリアが未公表のため2014年

までの整理としているが、2015年は、中国は在庫過剰な
どにより対前年50%減の32億ドルとなった。ロシアもＥ
Ｕ産乳製品の禁輸措置による影響で、同様に同50%減とな
っている。

0

5

10

15

20

2004 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

（10億米ドル）

EU28カ国

(域外貿易)
日本

メキシコ

米国

香港

アルジェリア

ロシア

中国

(年)

世
界
経
済
の
低
迷
に
よ

る
需
要
の
減
退

世
界
食
料
価
格
の
高
騰

図２　�中国の主要乳製品の品目別輸入額
（2015年） 

資料：「Global Trade Atlas」
注１：（　）内はHSコード。４類以下は、代表的な乳製品を選択。 
　２：粉乳調製品（HS 1901.90）には食品原材料としての粉乳

調製品を含む。
　３：アイスクリーム（HS 2105）には乳成分を含まない氷菓を

含む。
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（注２）　�2008年９月、中国で国内乳業メーカー製の育粉を摂取

した乳幼児に泌尿器系疾患が多発し、原料乳にメラミン

（大量に摂取すると毒性のある有機化合物）が混入され

ていたことが発覚した事件。死者は６人、影響は約30

万人に及んだとされる。この事件をきっかけに、政府は、

国産食品の安全性を向上するため食品安全法の改正など

重点的な対策を実施している。

（２）輸出動向

中国の乳製品輸出は2007年には一時的に

13万トンを超えたが、その後急速に減少し

た。

2015年の主な乳製品（注３）の輸出量は3.3

万トン（製品重量）、輸出額は4500万米ド

ルとわずかであり、うち輸出量の８割以上、

輸出額では７割以上が香港向けである。

品目別には、輸出額の54%を飲用乳など

（HS0401）が占める。なお、同年の乳幼児

用調製食品（HS1901.10）（注４）の輸出額は、

10年前の2006年に比べ47倍の840万米ド

ルと大きく伸びており、うち93%が香港向

けである。

（注３）　主な乳製品とは、HS0401～ 0406。

（注４）　�乳幼児用調製食品（HS1901.10）のうち、育粉

（HS1901.1010）の輸出実績はほとんど無い。

３　他国との貿易協定締結による影響

（１）中ＮＺ・ＦＴＡ

中国は、中ＮＺ自由貿易協定（ＦＴＡ）で、

いくつかの乳製品をまとめて、４つの品目バ

スケットを設定した上で、関税撤廃までの間、

段階的に関税を削減するとともに、バスケッ

トごとに、実質的に関税割当と同じ効果を持

つ特別セーフガード（ＳＳＧ）を措置してい

る（表１）。この措置により、ＮＺは、毎年

バスケット毎に定められた発動基準数量以内

であれば、他国・地域に比べ関税面で有利に

乳製品を中国に輸出できる。特に全粉乳では、

中豪ＦＴＡでも類似の仕組みとしているもの

の、2015年のＮＺからの輸入シェアは95%

以上となっている。そもそも、ＮＺ産全粉乳

の競争力は高いが、豪州からの輸入が低調な

理由として、基本税率（注５）と毎年の関税削減

率がＮＺと同じであるものの、協定の発効が

ＮＺより７年遅れであるため段階的関税削減

のスケジュールがＮＺに比べて不利であるこ

とも挙げられる。事実2015年時点で、ＮＺ

の全粉乳の枠内税率3.3%に対し、豪州

9.2%と３倍近く課税されている。なお、Ｎ

Ｚからの全粉乳が含まれるバスケットの輸入

は、恒常的にＳＳＧが発動する数量を超過し

ており、輸入が低調だった2015年でも２月

に、2016年は１月中にＳＳＧが発動し、Ｍ

ＦＮ税率に戻っている（注６）。

（注５）　�両ＦＴＡともに基本税率を最恵国待遇税率（ＭＦＮ税率）

と規定している。

（注６）　�両国のＦＴＡによる特恵は、ともに関税撤廃までの期間

が12年で、ＭＦＮ税率10%から毎年均等の削減として

いるが、中ＮＺ・ＦＴＡは2008年、中豪ＦＴＡは

2015年に発効したため、スケジュールに７年の差が生

じている。
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表１　中ＮＺ・ＦＴＡにおける中国の乳製品の輸入実績

資料：「Global Trade Atlas」および
　　　「China FTA Network」（http://fta.mofcom.gov.cn/english/index.shtml）
注1：各品目バスケットの対象ＨＳ分類は以下の通り。
　　  １：飲用乳（HS 0401.20）、クリーム（HS 0401.30）
　　  ２：全粉乳（HS 0402.21、0402.29）、脱脂粉乳（HS 0402.10）、無糖れん乳(HS 0402.91)
　　  ３：バター（HS 0405.10）、バターオイル（HS 0405.90）
　　  ４：チーズ（HS 0406.10、0406.30、0406.90）
　２：税率は従価税（％）、毎年均等削減される。
　３：�発効年の発動基準数量は、約束数量を発効日（2008年10月1日）から年末までで日数割りしたもの。
　４：消化率 ＝ 輸入実績／発動基準数量。
　５：�バスケット１、３、４は10年目の2017年に、バスケット２は12年目の2019年に枠内関税が撤廃される。バスケット１、３、４の

発動数量は2021年までにそれぞれ2,451トン、1万7725トン、6,788トンまで拡大される。バスケット２は2023年に19万7498ト
ンまで拡大される。それ以降の措置の継続について明確な規定はないため、物品貿易小委員会を開催し両国間で協議の上決定するこ
ととなる。

1 2 3 4

飲用乳、クリーム 全粉乳、脱脂粉乳、
無糖れん乳 バター、バターオイル チーズ

発動基準
数量 税率 消化率 発動基準

数量 税率 消化率 発動基準
数量 税率 消化率 発動基準

数量 税率 消化率

発効年 328 13.5% 1,039% 23,945 9.2% 213% 2,369 9.0% 461% 907 10.8% 529%
2009 1,365 12.0% 388% 99,750 8.3% 205% 9,870 8.0% 247% 3,780 9.6% 130%
2010 1,433 10.5% 492% 104,738 7.5% 322% 10,364 7.0% 188% 3,969 8.4% 180%
2011 1,505 9.0% 1,106% 109,974 6.7% 334% 10,882 6.0% 287% 4,167 7.2% 209%
2012 1,580 7.5% 963% 115,473 5.8% 429% 11,426 5.0% 378% 4,376 6.0% 295%
2013 1,659 6.0% 1,327% 121,247 5.0% 566% 11,997 4.0% 381% 4,595 4.8% 320%
2014 1,742 4.5% 1,736% 127,309 4.2% 572% 12,597 3.0% 579% 4,824 3.6% 448%
2015 1,829 3.0% 2,755% 133,675 3.3% 335% 13,227 2.0% 461% 5,066 2.4% 513%
2016 1,921 1.5% － 140,358 2.5% － 13,888 1.0% － 5,319 1.2% －
2017 2,017 0.0% － 147,376 1.7% － 14,582 0.0% － 5,585 0.0% －
2018 2,118 － 154,745 0.8% － 15,312 － 5,864 －
2019 2,223 － 162,482 0.0% － 16,077 － 6,157 －
2020 2,335 － 170,606 － 16,881 － 6,465 －
2021 2,451 － 179,137 － 17,725 － 6,788 －
2022 － 188,094 － － －
2023 － 197,498 － － －

（単位：トン）

（２）中豪ＦＴＡ

中豪ＦＴＡは2015年末に発効したばかり

であり、中ＮＺ・ＦＴＡに比べ関税削減率は

まだ低い。しかし、欧州や北米などの他地域

と比較した場合、比較的有利であり、輸送距

離などの有利性もある。実際に、豪州からの

全粉乳の輸入量は、2014年に比べ2015年

には６割近く減少していたが、2016年１～

５月期は前年同期に比べ626%増と、著しく

回復している。ただし、豪州国内では、乳価

低迷の影響で離農が進むなど生乳生産量が減

少していることから、今後輸出余力が減退す

ると考えられ、継続的に対中全粉乳輸出を増

やせるかどうかは不透明である。
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（３）中韓ＦＴＡ

中韓ＦＴＡは2015年12月20日に発効し、

翌2016年１月１日には早くも二度目の関税

削減が行われたが、乳製品に関して韓国の最

大の関心である飲用乳（HS0401）と脱脂

粉乳など（HS0402）、ヨーグルトなど

（HS0403）は関税撤廃などの譲許対象から

除外されているほか、韓国でほとんど生産さ

れていないホエイやチーズ、バターなどの乳

製品（HS0403～ 0406）についても15年

という長期間で関税撤廃されるスケジュール

となっている。また、これらのＦＴＡ特恵税

率を適用する条件となる原産地規則は完全生

産品（注７）である必要がある。なお、アイスク

リーム（HS2105。氷菓を含む）や育粉な

ど（HS1901.10）は譲許対象から除外され

ている。

つまり、乳製品分野に関しては、韓国は中

国から好条件を獲得しなかったと言える。こ

の理由は、韓国側も自国の乳製品について市

場開放をほとんどしなかったためで、これは

ＦＴＡの双方向性の原則に鑑みた場合やむを

得ない。相違点としては、韓国はアイスクリ

ームに関して中国に15年撤廃を譲許してい

ることである。

（注７）　�完全生産品（WO：Wholly Obtain）であるためには、

全ての原材料が韓国由来である必要がある。また、育粉

については、類変更が認められているが、４類から変更

される場合、４類の原材料は完全生産品である必要があ

る（CC Except4：Change Chapter except for 

chapter 04）とされており、これも実質的に完全生産

品とする規則となっている。

表２　�中豪ＦＴＡにおける中国の乳製品の輸
入実績

資料：�「Global Trade Atlas」、「China FTA Network」（http://fta.
mofcom.gov.cn/english/index.shtml）

注１：�乳製品では全粉乳（HS0402.21,0402.29）の品目バスケ
ットのみにセーフガードが設定されている。

　２：税率は従価税（％）、毎年均等削減される。
　３：�発効年の発動基準数量は、約束数量を発効日（2015年12

月20日）から年末までで日数割りしたもの。
　４：消化率 ＝ 輸入実績／発動基準数量
　５：�枠内税率は12年目の2026年までに撤廃され、発動基準数

量は15年目の2029年に3万4649トンまで毎年拡大される。
最終年に両国で物品貿易委員会を開催し、国内産業に重大
な損害を及ぼしていると判断された場合６年間セーフガー
ド措置が継続される。その後も６年ごとに継続の是非につ
いて両国間で協議することとされている。

全粉乳
発動基準数量 税率 消化率

発効年 575 9.2% 1,172%
2016 18,375 8.3% －

（単位：トン）

４　政府の酪農・乳業振興策

中国における産業振興政策は通常、５カ年

計画に基づき産業全体の発展の方向性を定め

た後、この５カ年計画に沿った農業分野の取

組方針について規定する。農業については、

毎年12月に開催される中央農村工作会議に

おいて、翌年の政策が議論される。近年、そ

の内容は、中国の最重要政策として年初に公

表される「中央１号文書」（後述）に反映さ

れる。これらの各施策や指導文書の起草に当

たっては、大学教授などの分野ごとの有識者

が草案を持ち寄り、政府（共産党）が編さん

している。ここでは、最新の５カ年計画に基

づく酪農乳業関連規定について述べることと

する。

（１）　�第13次５カ年計画における酪農
振興の位置付け

中国では2016年〜2020年までの経済発

展計画として第13次５カ年計画（十三五）（注８）
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を公表した。この計画における畜産関連分野

の取り組みとしては、飼養頭数規模と資源環

境保全を総合的に考慮した上で、近代的な牧

畜業の発展を図ることとされ、特に「農産品

安全管理のための情報システムの構築」が重

点発展項目に位置付けられている。（十三五）

では、前回の第12次５カ年計画（十二五）

に比べて酪農・乳業の発展を重視している。

特に強調されている点は以下の通りである。

ア　中国乳業の国際化の加速推進

乳業再編の方向性を維持するとともに、「海

外進出」を重視している。外資との協力を活

用しつつ、国内の過剰生産能力を解消し、乳

業が経済全体の発展を担う一分野となること

とされている。

イ　�生乳生産拠点の強化と酪農経営の大規模

化推進

家畜飼養の標準化と農場の大規模化（注９）を

促進することとし、乳牛の飼養標準化モデル

農場、または大規模生産団地の建設を推進す

ることとされた。一方で乳業全体の健全な発

展を促進することとし、自主ブランドと国際

競争力を持つ大規模企業集団を育成し、乳業

の集約化とともに新型経営のモデル基地の建

設を推進することとされた。

ウ　「スマート農業」の推進

「インターネット＋」（注10）概念の近代農業

への応用を奨励し、乳牛飼養における活用を

強化し、Eコマース、物流、貿易取引、金融

への企業の参加を支持するとされている。

（注８）　�「中国第13次５か年計画（十三五）計画要綱」　　　�

（ht tp : / / sh . x i nhuane t . com/2016-03/18/

c_135200400.htm）。

（注９）　�農業部は「2015年畜禽養殖標準化示範創建活動工作方

案」の中で、例えば「大規模酪農場」の定義を「乳牛飼

養頭数が300頭以上の飼育場」と規定しているが、100

頭以上とされる場合もあり、中国乳業協会の分類では

500頭とされている（http://www.moa.gov.cn/

zwllm/tzgg/tfw/201503/t20150310_4431839.

htm）。

（注10）�「インターネット＋」とは、「インターネット＋各伝統的

産業」を意味する。IT技術やインターネットプラットフ

ォームを用いて、伝統産業との融合による新しい発展ス

タイルの創出を狙っている。具体的には、土壌の状況や

天候などのビッグデータを解析し、作付けや施肥のサポ

ートなどにより、農業生産効率を高める。また、農業生

産者はインターネットを通じて先進生産技術を学び、ビ

ッグデータを用いて農産品の価格動向を把握するほか、

インターネット上での農産品の取引も可能になる。

（２）　�2016年中央1号文書における位
置付け

（十三五）に基づき、国務院は「発展の新

理念を実行に移し、農業近代化を加速し、全面

小康（調和のとれた発展）の目標を実現するこ

とに関する若干の意見」（中央１号文書）（注11）

を公表した。この文書における酪農・乳業に

関連する記載は以下の通り。

ア　多様な農業経営の支援：従来の家族経営

を基礎とすることを堅持しつつ、積極的に

大規模酪農経営主体などを育成する。

イ　生産構造と地域配置の最適化：畜産業の

近代化を加速し、環境許容能力に応じて地

域ごとの牧場配置を最適化し、大規模生産、

集約化経営が主導する産業発展の枠組みを

構築。耕種と酪農が連携した循環型モデル

農業プロジェクトを開始し、両者の調和的

発展を加速する。（なお、2015年の中央

１号文書は、草牧業（草食家畜を対象とす

る畜産）の発展のため、トウモロコシサイ

レージとアルファルファなどの粗飼料の栽

培を奨励し、食糧生産から飼料生産への転



畜 産 の 情 報 　 2016. 998

換試行、耕種と畜産の連携モデルプロジェ

クトの実施を求めた。）

ウ　国産と輸入牛乳・乳製品のバランスのと

れた利用：貿易と国内農業が互いの発展に

寄与する政策体系の形成を加速し、一方で

新たな競争優位性のある高付加価値産品の

輸出を拡大する。また、食料安全保障の確

保のため、重要農産物の調達先の多角化を

進める。

エ　食品の安全性確保の強化：2020年まで

に農薬・動物薬の残留限度指標を国際的な

食品基準と基本的にリンクさせ、病死した

家畜の無害化処理と畜産業保険が連動する

仕組みを構築する。他方、食肉処理の管理

を規範化し、人獣共通感染症の予防対策を

強化する。

オ　物流強化：生産物の地域をまたいだコー

ルドチェーンを整備し、その標準化モデル

を開発する一方、地域物流体系の整備を加

速し、農村部における電子商取引サービス

を奨励する。

カ　食糧などの価格形成メカニズムと備蓄制

度改革：米・小麦の最低購入価格制度を維

持しつつ、新
しん

疆
きょう

の綿花、東北の大豆につ

いては目標価格改革の取り組みを推進し、

トウモロコシについては市場原理に基づく

価格決定のための備蓄制度改革を推進し、

併せて生産者補助の仕組みを構築する。ま

た、中央政府による食糧備蓄管理体制を改

革し、国有食糧企業改革、市場化買付・販

売スキームを発展させる。 

キ　農村金融の強化：農村部で個人融資を提

供する農村信用社の組織改革により、行政

の関与水準を下げつつ、国有・株式制金融

機関の農村金融への参入を支援する。

（注11）　�「中央１号文書」（中国語原文では「中央１号文件」）

（http://japanese.agri.gov.cn/flfg/201603/

t20160309_167232.htm）。

（３）　個別分野の発展に関する通知

上記の全体計画に基づき、農業部は分野ご

との詳細を定める指導文書を発出している。

ここでは、最近公表された酪農関連の通知に

ついて紹介する。

ア　草牧業発展に関する指導通知の発出

草地を活用した畜産の持続的発展のため、

（十三五）や中央１号文書に従って、農業部

は2016年５月９日、「草牧業の発展を促進

する指導意見通知」（注12）（農弁牧[2016]22

号）を発表した。同通知では、全国12省37

カ所で牧草資源の効率的利用のためのパイロ

ット事業を実施し、以下の発展目標を達成す

ることとしている。

・　2020年までに、全国における天然牧草

（自生する野草資源）の生産量10.5億トン

を達成する。

・　牧草の総合植生被覆率（被覆面積／表面

積）56%を達成する。

・　重点地域の天然牧草地の超過放牧率（注13）

を10%以下に控え、草地劣化と超過放牧

を抑制する。

・　草地保護制度を確立し、草地生態環境の

改善を図る。

・　人工の牧草栽培面積を3.5億ムー（2333

万ヘクタール：１ムー≒6.67アール）に

増やし、牧草の商品化レベルを高める。

・　牛肉と羊肉の総生産量を1300万トン以

上に、生乳生産量を4100万トン以上に増

やす。

・　全国を主に４地域に区分し、地域ごとの

実情に応じた資源管理を推進する。
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（注12）　�「草牧業の発展を促進する指導意見通知」（http://

www.moa.gov.cn/zwllm/zcfg/nybgz/201605/

t20160509_5122205.htm）

（注13）　�農業部の公表する標準「天然草地合理載畜量的計算

（NY/T 635-2002）」（天然草地における合理的畜産

負荷数量の計算）により草地の種類別に定められてい

る計算方法によると、一定の放牧期間・草原面積に対し、

放牧頭数が以下の計算式の値を超えた場合、「超過放牧」

とされる。

　　　�（単位面積当たりの家畜頭数） = （単位面積当たり生草
生産量）×（利用可能比率）×（干草換算率）÷（家

畜の１日当たり干草消費量）×（放牧日数）。

イ　その他の飼料増産スキーム

生乳生産と食品の安全水準を向上させるた

め、農業部と財政部は2012年から「乳業を

振興するアルファルファ発展行動」を実施し

ている。財政部は当該事業に毎年３億元（48

億円）を拠出して、高収量な良質アルファル

ファのモデル産地の造成を支援してきた。造

成にあたっては、3000ムー（200ヘクター

ル）を１単位とし、１単位当たり180万元

(2880万円)（１ムー当たり600元（9600

円））を補助し、アルファルファの品種改良

と標準生産技術の応用、生産条件の改善と品

質管理の強化を図ってきた。農業部によると、

当該プロジェクトの実施により、以前は15

万トン程度だったアルファルファ生産量は、

2014年に100万トンまで拡大したとされ

る。

2016年も当該事業を継続実施（注14）し、河

北、天津など、14の酪農とアルファルファ

の主要産地で、高収量・高品質アルファルフ

ァのモデル産地を50万ムー（3.3万ヘクター

ル）建設するとしている。

（注14）　�農業部の「農業近代化を加速し、農民収入を持続的に

増加させる政策」2016年版の第24番目の施策�

（h t t p : / /www .moa . gov . cn / zw l lm / zc f g /

qnhnzc/201603/t20160330_5076285.htm）。

（４）酪農の大規模化の推進

農業部畜牧業司によると、2008年に中国

の大規模酪農（飼養頭数100頭以上）が飼

養する乳牛が全体頭数に占める比率は約

19.5%であり、他は零細経営であったとい

う。メラミン事件の後、零細経営は生産性が

低く、品質安全管理が不十分であるなどの問

題が明らかになり、国家のマクロ経済政策の

下で、乳牛の飼養規模の拡大が加速された。

大規模酪農（飼養頭数100頭以上）が飼養

する乳牛の比率は2014年には45%に達し

た（表３）。

地域別に見ると、内蒙古自治区、河北省、

山東省、河南省などでは牧場数に比して飼養

頭数が多く、大規模化が進展している一方、

新疆ウイグル自治区や黒竜江省、陝西省など

は比較的小規模の酪農が残っていることがう

かがえる（図３）。

表３　乳牛飼養頭数規模別牧場数（2014年）

資料：�ホルスタインファーマー社「2016 China Dairy Data 
Report」

　注：�集計上の理由から、規模別牧場数と合計は必ずしも一致
しない。

頭数規模（頭） 牧場数 牧場数の
構成比

飼養頭数の
構成比

１～４ 1,301,600 75.8% 20.8%
５～ 19 340,900 19.8% 19.3%
20 ～ 99 59,700 3.5% 14.7%
100 ～ 199 7,567 0.4% 6.4%
200 ～ 499 4,016 0.2% 8.1%
500 ～ 999 2,370 0.1% 10.5%
1,000 ～ 1,426 0.1% 20.2%
合計 1,717,700 100.0% 100.0%



畜 産 の 情 報 　 2016. 9100

農業部は2016年に、牛乳・乳製品の安定

供給と安全確保、酪農の経営モデル転換を目

標とし、具体的には、構造調整の実施と草地

利用畜産の発展戦略を確定し、飼養頭数の大

規模化を推進するとともに、搾乳ステーショ

ンの情報管理を強化するとしている。

図３　�地域別の牧場数と乳牛頭数（2014年、
上位10省・自治区）
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資料：�ホルスタインファーマー社「2016 China Dairy Data 
Report」

５　国内生産の現状

（１）　生産動向

ア　生産量

国家統計局が公表し、中国乳業協会が出版

している「中国乳業年鑑」などの資料による

と、2000年ごろから急激に増加した乳牛飼

養頭数と生乳生産量は、2010年以降、それ

ぞれ1500万頭、3500万トン程度で安定的

に推移しているとされている。しかしながら、

生産状況に詳しい現地アナリストの中には、

飼養頭数がこれまでに1000万頭を超えたこ

とはない可能性が高いと見ている者もいる。

また、2015年の飼養頭数は控えめに見積も

っても前年より20%程度減少したとされる

理由としては、低迷する乳価により、多くの

零細酪農家が離農していること、大規模農場

も低乳価を乗り切るために乳量が低下した経

産牛の淘汰などによりコスト削減を図ってい

ることなどが挙げられている。

イ　乳価

農業部が公表する主要生乳生産地域の農場

出荷生乳価格の平均（平均乳価）は、2015

年以降、1キログラム当たり3.4~3.6元

（54.4円~57.6円）と、以前と比べ低価格で

推移している（図５）。中国では、2014年

以降、大規模酪農を優遇し、小規模酪農に対

する補助金などを削減したことで、大規模酪

農の規模拡大と小規模酪農の離農が進んだと

図４　乳牛飼養頭数と生乳生産量の推移

資料：2000～2014；国家統計局（中国乳業協会）
　　　2015；現地アナリストより聴取
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されるが、全体としては生産が縮小する傾向

の中で、生産現場の再編が進んだと言われて

おり、今後も乳価が低価格で安定的に推移し

た場合、この傾向がさらに加速すると考えら

れる。

ウ　生産コスト

中国の酪農情報誌「ホルスタインファー

マー」が毎月定点観測し公表している各地域

の農場ごとの生産費動向の2016年５月のデ

ータをみると、平均的な乳価は、農業部の公

表する平均乳価よりおおむね高くなっている

（図６）。平均としては収益マージンは１キロ

グラム当たり0.3元（4.8円）程度確保され

ている結果となっているが、北京市、四川省、

陝西省では生産費が乳価を上回っており、現

在の中国酪農の困難な状況がうかがえる。

この調査は、搾乳牛頭数70～ 1500頭規

模の牧場ごとの１頭当たり平均乳量は６～

9.9トンと一定水準以上の牧場が選択されて

おり、少なくとも零細酪農家の視点に立った

ものとはなっていない。

なお、生産費に占める飼料費の割合は

49％～ 92％とさまざまだが、事例を見る限

り、一概に飼料費の割合によって収益マージ

ンが影響を受けるとは言い難い。

エ　生乳生産形態の類型

現在、中国では多様な生乳生産の形態が見

られ、構成・役割分担はケースごとにさまざ

まである。しかしながら、乳牛や設備の所有

形態を単純化した上で分類を試みた場合、お

おむね表４のような整理ができる。

図５　生乳の農場出荷価格の推移

資料：中国農業部畜産部局ＨＰ公表情報よりALIC作成
　注：�統計の集計対象範囲は河北、山西、内モンゴル、遼寧、黒

龍江、山東、河南、陝西、寧夏、新疆ウイグルの10省・自
治区で、全国の生乳生産量の８割強を占める。
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図６　国別豚肉輸入量の推移図６　生産者乳価と生産費の比較

資料：�「ホルスタインファーマー」における個別農場への聞き取り調査の結果を元に機構整理（http://www.
hesitan.com/gnmyyln_2016/2015-05-12/176783.chtml）

　注：�データは各省・地区のサンプル農場における2016年５月の実績から一部を抜粋。
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＜酪農家＋搾乳ステーション＞

搾乳ステーションは、個々の酪農家の共同

搾乳場であるが、搾乳された生乳は乳業に搬

送され加工される。搾乳ステーションは合作

社（酪農家以外で構成される場合もある）や

乳業、個人により運営される。搾乳だけでな

く、生乳の品質管理地点としても機能してい

る。このモデルは伊利、蒙牛などの乳業大手

でよく見られる集乳手法であるが、資金や機

械・設備投資の点で各酪農家にサービスを提

供するものではなく、規模拡大につながりづ

らいことから、総じて長期的な生産性の向上

に結びついていない。

＜酪農家＋酪農生産団地＞

酪農生産団地内の各酪農家が、防疫や技術

面で共同して取り組みを行うモデルで、酪農

生産団地は一定程度の大規模化を達成できる

が、酪農家ごとの技術水準の平準化にまでは

至らない。

＜農民合作社または乳牛協会＞

酪農家による組織化を図った方式で、現有

施設を利用しつつ、一つの村を飼養単位とし、

これに統一的な飼養管理体系を導入し、飼料

の配合や乳牛の飼養、種付け、防疫、搾乳を

組織として行うことにより大規模経営と同等

の効果を実現する体系。「農民合作社」の形

態の他、地域ごとの乳牛協会などが経営の核

になる場合がある。中国乳業協会によると、

この経営形態の中でも、「内モンゴル乳連科

技有限公司（乳連社）」（注15）が核となるものは、

乳業が技術や飼養管理の指導、共同生産、施

設整備および資金調達などの統合プラットフ

ォームを構築し、酪農家の乳牛を担保に、投

資、元金保証、資金回収などの多種形態で支

援を推進しており、今後共同経営モデルとし

て、全国普及が期待されている。

（注15）　�「乳連社」は、酪農集団化の先進的な取組事例で、その

飼養規模は1000頭、酪農場の敷地面積は約10ヘクタ

ールで、乳牛一頭ごとに搾乳データ、体重、治療歴な

どをデータ化して一元管理し、併設の飼料基地の管理

や生乳販売を統一して行っている。

表４　中国で主に見られる生乳生産形態

資料：中国乳業協会への聞き取りを基に機構整理
　注：�表中の「酪農生産団地」は中国語で「養殖小区」と言い、乳業企業が主体となって管理される地域の生産集団を示している。「農民

合作社」が、大規模酪農や村委員会が主体であり、政府当局に登録されて法人格を有するのに対し、これらの経営モデルでは集団に
ついて明確な法人格は確認できない。なお、これら経営類型の分類は便宜的なもので、明確な定義や基準があるわけではない。

形態 乳牛所有権 固定資産・設備の
所有権 収益源

酪農家＋搾乳ステーション

参加酪農家

酪農場は参加酪農
家。
搾乳ステーション
はその設置者。

搾乳ステーションは乳業から定期
的に乳代が精算される。参加酪農
家は搾乳ステーションから乳代を
得る。

酪農家＋酪農生産団地 酪農生産団地 契約に基づく分配方法（頭数換算
など）で収益を分配する。

農民合作社、乳牛協会また
は乳連社（有限公司）

「パターン1」：参加酪
農家

「パターン2」：農民合
作社、乳牛協会など。
参加酪農家は乳牛など
を金額換算の上、株式
という形で所有する。

農民合作社、乳牛
協会または乳連社

参加酪農家が（農民合作社、乳牛
協会または乳連社）から配当金を
得る。配当金は固定と変動の２種
類あり、固定支払いは通常、乳牛
1頭当たり年間2000 ～３000元

（3.2 ～ 4.8万円）が支払われ、変
動分は収支状況により異なる。

大規模酪農場 企業 企業 自社用として、もしくは他社へ販
売
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＜大規模酪農場＞

１農場が多数の乳牛を保有し、高い技術と

多額の資本を投入し、乳牛飼養に最適な地理・

自然条件で、海外の高能力牛を導入して、育

種データシステムを用い、糞尿処理システム

を備え、訓練された管理人と研究開発人員を

擁するモデル。大手乳業の直営牧場などがこ

れに当たる。

消費者の乳製品の品質管理に対する要求水

準は年々厳しくなっており、近年、大手乳業

各社は原料乳の品質向上に注力し、直営牧場

と大規模酪農場からの原料乳の構成比率を増

加させている。

（２）生産性の変化

ア　育種改良の現状

現在、中国で飼養されている乳牛の主な品

種などは中国ホルスタイン牛（中国黒白花

牛）、新疆褐牛、三河牛および草原紅牛などで、

中国ホルスタイン牛が全体の95%以上を占

めている。中国ホルスタイン牛は海外各国か

らホルスタインを導入し中国在来の黄牛と交

配して、長期的な選抜を経て形成された品種

である。

中国ホルスタイン牛は体型により大型、中

型、小型に分類される（表５）。

イ　乳牛の能力変化

中国は国土が広く、各地で飼料や気候条件

が異なるため、中国ホルスタイン牛は地域ご

とに特徴が異なるが、高温に弱い面はホルス

タイン種と共通している。例えば、黒龍江省

では、気温が28度に上がると、乳量は明ら

かに減少する。広州でも、毎年７～８月の乳

量は３～４月より２割程度減少する。

海外からの凍結精液や凍結受精卵の導入に

伴い、1頭当たりの泌乳能力も向上しており、

現在、平均乳量は6000キログラム程度と言

われているが、統計資料から逆算すると

2600キログラム程度になる（図７）。統計

に矛盾が生じる原因として、泌乳能力が測定

された乳牛は国内で飼養される総数の１％に

も及ばず、サンプル抽出方法にも問題がある

ことから、科学的手法による測定結果とは言

い難いことが挙げられる。また５（１）で述

べたように、乳牛飼養頭数と生乳生産量に関

する統計数値の信頼性に問題があるため、全

国平均として現在どの程度の能力水準である

か、実態がつかみにくい。しかし、現地で先

進的な酪農場の実態を見る限り、少なくとも

企業化された大規模酪農場で飼養される乳牛

の能力は酪農先進国の水準に近づいているこ

写真１　�搾乳牛1000頭規模の大規模牧場での
飼養状況（河北省保定市）

表５　中国ホルスタインの分類

資料：中国乳業協会への聞き取りを基に機構整理

タイプ 雄牛 雌牛 改良頻度 成雌牛体高

大型 米国、カナダ
から導入

在来
雌牛

長期的な戻
し交配によ
りホルスタ
イン血量を
高めたもの

136cm≦

中型 日本、ドイツ
から導入

在来
雌牛 不明 133cm≦

小型 オランダなど 
欧州から導入

在来
雌牛 不明 130cm程度
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とが実感できる。

また、国内で種雄牛を改良増殖する基盤が

整っていないという問題もある。現在、種雄

牛の90%以上を輸入に頼っており、種雄牛

ステーションの後継牛が不足しており、精液

供給に問題がつきまとっている。

この他、乳牛品種の登録、体型審査と遺伝

評価などの体制が整っていないので、乳牛の

繁殖育種面で脆
ぜい

弱
じゃく

性がある。

ウ　政府による補助

このような状況の中、政府は2005年以降、

畜産業優良種補助政策を実施してきた。

2015年には12億元（192億円）の予算を

投入し、指定地区の家畜飼養農場（農家）が

牛・豚の優良精液、種雄羊、ヤク種雄牛を購

入する際に価格補助を実施した。この「畜牧

良種補助政策」は2016年も継続実施するこ

ととされている。畜種ごとの補助金単価は表

６の通り。

図７　近年の乳牛生産性の変化
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2000 2005 2010 2013 2014 2015

１頭当たり乳量 (生産量/頭数)

１頭当たり乳量 (公表）

（トン／頭）

（年）

資料：国家統計局
　注：�国家統計局公表の1頭当たり乳量と、同公表の生産量と頭

数から換算した数値を比較。

表６　�「畜牧良種補助政策」による畜種ごとの
補助金単価

資料：�中国農業部（http://www.moa.gov.cn/zwllm/zcfg/qnhnzc/ 
201603/t20160330_5076285.htm）の21番目の政策

畜種 詳細 導入対象 補助金単価

乳牛

ホルスタイ
ン、ジャー
ジー、水牛

繁殖雌牛 １頭当たり30元
（480円）

その他の乳
用牛 繁殖雌牛 １頭当たり20元

（320円）

ホルスタイ
ン授精卵 凍結受精卵 ストロー１本につき

5000元（８万円）

肉牛 － 繁殖雌牛 １頭当たり10元
（160円）

ヤク
牛 － 種雄牛 １頭当たり2000元

（３万2000円）

豚 － 繁殖雌豚 １頭当たり40元
（640円）

羊 － 種雄牛 １頭当たり800元
（１万2800円）

６　食品安全・表示政策の現状（食品安全法改正の影響）

（１）育粉生産管理規則の変更

2008年のメラミン事件以後、政府も民間

も、特に育粉の安全性の確保を重視している。

2015年10月１日に「食品安全法」（注16）が改

正・施行されたが、同改正法は、中国国内で

「歴史上最も厳しい食品安全法」と言われて

いる。改訂後の乳製品関連の規制の中でも、

特に育粉については、以下を明確に規定して

いる。

・  生産企業は原料の仕入れから製品の出荷

までの全工程の品質管理を実施する必要が

あり、また、出荷する全ての製品について

ロットごとの検査を行う必要がある。

・  製品は乳幼児の成長発育に必要な栄養成

分を含有する必要がある。
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・  製品の配合割合は政府担当部局に登録し

なければならない。

・  再包装（詰め替え）のみの製品を生産し

てはならない。

これに関連して、国家食品薬品監督管理総

局は同年９月２日付けで、「乳幼児用粉乳の

配合登録管理弁法」の試行版を公表して意見

を公募し、その後、2016年６月８日付けで

同弁法の正式施行版（国家食品薬品監督管理

総局令第26号）を同年10月１日から施行す

ると公表した（表７）。

写真２　北京市内スーパーでの育粉販売状況

表７　乳幼児用粉乳の配合登録管理弁法の概要

資料：試行版（http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0782/128400.html）、
　　　施行版（http://www.sda.gov.cn/WS01/CL0053/155260.html）
注１：�ステップ１～３の分類は2015年12月９日付で公表された食品安全法実施条例改定案の92条でも規定（http://www.sda.gov.cn/

WS01/CL0782/137340.html）。
　２：下線部は試行版からの変更箇所。

項目 試行版 施行版

時期 2015年９月２日よりインターネットを通じ意見公募
を実施。 2016年10月１日より施行を予定。

適用範囲 育粉の配合登録は国内生産・販売品（２条、７条）。 育粉の配合登録は国内生産・販売品及び輸入品（２条、
７条）。

規格 （特段の定めなし） 製品配合の登録申請に当たっては、食品安全規格に関
する国内関連法規に適合したものとする( ８条)。

ブランド規制 同一の配合で異なるブランドの製品を生産してはなら
ない（９条）。 （廃止：改正食品安全法81条に既に規定されている）

発育分類

発育段階ごとに３つの段（ステップ）注に分類し、こ
れを１・２・３もしくは１段・２段・３段と表示する。
ステップ１：０～６か月齢、ステップ２：６～ 12か
月齢、ステップ３：12 ～ 36か月齢。（31条）

（廃止：９条に統合）

数量制限

乳幼児の発育段階ごとに、製品の配合には明らかな相
違がある必要（14条案の１）。また、すべての申請企
業は、原則的に３つの発育段階毎に５種類ずつ、合計
15種類の配合を上回る登録をしてはならない（14条
案の２）。

乳幼児の発育段階毎に、製品の配合には明らかな相違
がある必要。またすべての申請企業は、原則的に３つ
の発育段階毎に３種類ずつ、合計９種類の配合を上回
る登録をしてはならない（９条）。

系列会社への
規制 （特段の定めなし）

同一企業グループ内の全額出資子会社が登録した育粉
の製品配合は、他の子会社も使用することができる。
ただし生産に先立ち、書面による報告が必要（10条）。

原産地表示
製品の表示に当たって、原産地情報は正確に表示すべ
き。「輸入乳原」「国外牧場由来」などの曖昧な情報は
使用できない（37条）。

製品の表示に当たって、原産地や原産国情報は正確か
つ具体的に表示すべき。「輸入乳原」「国外牧場由来」「生
態牧場（エコファーム）」「輸入原材料」などの曖昧な
情報は使用できない（32条）。

禁止表示

「病気の予防・治療機能がある」、「知能、免疫力など、
特定機能性の強化に資する」、「既存の食品安全規格に
より使用が認められていない成分を使用していない

（０％使用）」などの表示はしてはならない（39条）。

「病気の予防・治療機能がある」、「知能、免疫力など、
特定機能性の強化に資する」、「既存の食品安全規格に
より使用が認められていない成分を使用していない

（０％使用）」などの表示はしてはならない（34条）。
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現在、中国国内で育粉製造許可を受けてい

る企業は103社あるが、政府は2017年12

月までにこの企業数を半数程度に減らすこと

で、食品安全対策の未整備な企業を淘汰して

国産品の信頼回復を図る意向であり、上記弁

法の施行により、育粉製造業の再編統合を促

すとともに新規参入の抑制を狙っている。ま

た、輸入品に対しても同様の措置をとること

により、国産品と輸入品に対する消費者視点

の客観性を確保し、健全な産業育成を図ると

している。

（注16）　�中華人民共和国食品安全法（2015年10月１日改正施

行版）　（http://japanese.agri.gov.cn/flfg/201512/

t20151208_163643.htm）。

（２）輸入食品の登録管理の厳格化

国産育粉の生産管理を厳格化する一方で、

輸入育粉についても管理の厳格化の動きが見

られる。中国では、肉類、乳製品、水産品な

どの特定食品について輸入許可制をとってい

る。乳製品は育粉とその他の乳製品に分けて

管理されているが、2016年６月以降、相次

いで育粉の輸入許可の暫定停止処分が出され

た（注17）ほか、輸入許可の停止処分には至ら

ないまでも、返品・廃棄処分を受ける事例が

散見されている。具体的には、育粉輸入時の

抜き取り検査で、ドイツ産とフランス産の製

品から基準を超える生菌数が検出され、ドイ

ツの２ブランドからは添加剤の使用基準違反

が発見された。また、ポーランド産とＮＺ産

製品では、ラベル表示が不適切であったとさ

れる。

返品もしくは廃棄処分の判断に関しては

「輸出入乳品検験検疫監督管理弁法」（注18）18

条で規定されており、通常は商品のラベルの

不合格、生菌の基準超過など、不合格の状況

がそれほど深刻でない場合に取られる措置で

あるが、輸入許可の暫定停止については「輸

入食品境外生産企業登録管理規定」（注19）14

条で規定されており、不合格の状況が深刻な

場合、許可の停止判断が下される。

両者の判定基準の違いは不合格の状況が社

会に及ぼす影響の深刻さにより仕分けられて

いるものと思われる。

（注17）　�詳細は海外情報「海外産育児用調製粉乳の輸入認可を

相次いで停止(中国)」を参照。ただし、フランス産の育

粉の認可暫定停止処分は2016年７月15日付の公表で

解除されている（https://www.alic.go.jp/chosa-c/

joho01_001592.html）。

（注18）　�ht tp : / /www.aqs iq .gov .cn/xxgk_13386/�

jlgg_12538/zjl/2013/201302/t20130201_342349.

htm

（注19）　�ht tp : / /www.aqs iq .gov .cn/xxgk_13386/�

jlgg_12538/zjl/2012/201210/t20121015_235105.

htm

７　おわりに

国内生乳生産は2000年以降急激に増加し

たが、量の確保を優先するあまり安全性とバ

ランスのとれたかたちでの発展とはならなか

ったために、国民の信頼を揺るがすさまざま

な乳製品の安全問題が発生した。現状、政府

は国産品の安全性の向上と信頼回復に全力を

注いでいるが、一方ではこの拙速な改革が現

場の混乱を招くという局面も散見される。こ

の原因として、政府の施策が基本的に経済発

展５ヵ年計画を根拠に立案されているため、

各部局・地方政府は成果を上げるためには何

があっても与えられた目標を達成しなければ
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ならないという強迫観念を常に抱えていると

いう構造的な背景がある。このことが、本章

でも取り上げた基礎統計の食い違いや、改革

の弊害が検証されないといった問題が発生す

る状況を生み出す温床となっている。ボトム

アップ型の政策立案の取り組みとして、パイ

ロットプロジェクトの実施や法令の「試行版」

の公表などが挙げられるが、前者は先端的な

効率を追求するあまり、既存の中小酪農家が

果たす役割に対する評価が低すぎ、地域経済

基盤の弱体化やいたずらな格差の拡大を助長

する危険性をはらんでいる。後者については

特に本稿で取り上げた事例で見れば、制度の

基礎設計の段階で実需者の意見集約・反映が

不十分なため、頻繁な修正法令を発出、それ

に伴う現場の混乱を招いている。

このような背景もあり、国内乳製品市場で

は国産品への不信と輸入品への傾斜が続いて

いる。政府の考える通り、今後の酪農乳業の

健全な発展のためには国産品の信頼回復が前

提条件であり、今後数年において、政策が目

指す乳業再編と食品安全施策の成否が、拡大

を続ける乳製品需要を賄うものが国産品とな

るか、攻勢をかける輸入品がそのシェアを伸

ばすのかを分ける鍵になると考えられる。ま

た、この過程では、国内乳業振興のため、政

府は輸入品と国産品の競争条件を調整するた

めの各種措置を講ずることも考えられ、今後

の政策の行方やそれによって生じる影響につ

いて注視していく必要がある。


